
１． はじめに

建設産業においては，下請企業を中心に，雇

用，医療，年金保険について，法定福利費を適正

に負担しない企業（社会保険未加入企業）が存在

しています。これは，技能労働者の処遇を低下さ

せ，若年入職者減少の一因となっているほか，関

係法令を遵守して適正に法定福利費を負担する事

業者ほど競争上不利になるという矛盾した状況を

生む原因の一つとなっています。

このため，関係者を挙げて社会保険未加入問題

への対策を進め，社会保険加入を徹底することに

より，技能労働者の雇用環境の改善や不良不適格

業者の排除に取り組み，建設産業の持続的な発展

社会保険未加入対策について

国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課労働資材対策室

図―１ 社会保険未加入対策の全体像
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に必要な人材の確保を図るとともに，事業者間の

公平で健全な競争環境を構築する必要がありま

す。

建設業における社会保険未加入対策の必要性に

ついては，平成２３年６月に建設産業戦略会議でと

りまとめられた「建設産業の再生と発展のための

方策２０１１」等において提言され，その後，平成２３

年１０月に「社会保険未加入対策の具体化に関する

検討会」が設置され，具体的な取り組み方策が検

討されました。

これらを踏まえ，平成２４年５月に建設業団体や

労働組合等の建設業関係団体，国土交通省，厚生

労働省等の関係行政機関，学識経験者等から構成

される社会保険未加入対策推進協議会を設置し，

実施後５年をめどに，企業単位では許可業者の加

入率１００％，労働者単位では製造業相当の加入状

況を目指して，総合的かつ継続的に社会保険未加

入対策に取り組んでいます（図―１）。

２． 未加入対策の対象となる社会
保険と加入状況

� 加入すべき保険

未加入対策の対象となる社会保険は，雇用保

険，医療保険，年金保険の３保険です。

加入すべき保険の種類は，事業所の形態や常用

労働者の数などによって異なります（表―１）。

雇用保険については，１人でも労働者を雇用す

れば，原則，加入義務が生じます。

医療保険については，常時５人以上の従業員を

使用している個人事業主の場合および常時（１人

でも）従業員を使用している法人の場合は，全国

健康保険協会が運営する健康保険（通称；協会け

んぽ）または健康保険組合が運営する健康保険に

加入するのが原則であり（健康保険被保険者適用

除外承認を受けている場合はいわゆる建設国保の

加入で可），これらの事業所に当てはまらない場

合は，就業者自身が国民健康保険等に加入するこ

とが必要です。

年金保険については，医療保険と取り扱いが類

似しており，常時５人以上の従業員を使用してい

る個人事業主の場合および常時（１人でも）従業

員を使用している法人の場合は厚生年金保険に加

入し，これらの事業所に当てはまらない場合は，

就業者自身が国民年金保険に加入することになり

ます。

� 社会保険等への加入状況

国土交通省では，平成２３年度から公共事業労務

費調査において企業・労働者の社会保険等への加

入状況の実態把握を行っています。平成２４年度の

公共事業労務費調査における調査結果を見ると

（表―２，３），全般的に元請よりも孫請以降の高

次下請，大企業よりも小規模企業，地方部よりも

表―１ 建設業における労働保険，社会保険の加入義務等

事業所
の形態

常用労働
者の数

就労形態
労働保険 社会保険

雇用保険 労災保険 医療保険 年金保険

法人

１人～ 常用労働者 雇用保険 元請一括加入 協会けんぽ，健康保険組合等（注） 厚生年金

― 日雇労働者 日雇雇用保険 元請一括加入
国民健康保険または協会けんぽ
（日雇特例被保険者）（注）

国民年金

― 役員等 ― 特別加入 協会けんぽ，健康保険組合等（注） 厚生年金

個人事
業主

５人～ 常用労働者 雇用保険 元請一括加入 協会けんぽ，健康保険組合等（注） 厚生年金

１～４人 常用労働者 雇用保険 元請一括加入 国民健康保険 国民年金

― 日雇労働者 日雇雇用保険 元請一括加入
国民健康保険または協会けんぽ
（日雇特例被保険者）（注）

国民年金

― 事業主，一人親方 ― 特別加入 国民健康保険 国民年金

（注） 健康保険の適用除外の承認を受けることにより，国民健康保険に加入する場合がある。
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都市部で，加入率が低くなるという傾向が見られ

ます。

３． 社会保険未加入対策の推進

� 行政・元請・下請一体となった社会保険加入

の推進体制の構築

社会保険未加入対策を着実に推進し，社会保険

等への加入を促進するためには，行政・元請・下

請が一体となって継続的に取り組みを実施するこ

とが必要です。その推進体制として，先述のとお

り業界関係者（団体）で構成する「社会保険未加

入対策推進協議会」を，全国と地方ブロック単位

で設置しています（図―２）。

この協議会に構成員として参加する各建設業者

団体は，傘下の会員企業の保険加入状況を把握す

るとともに，「社会保険等加入促進計画」を策定

し，それぞれの立場から社会保険等への加入を促

進するための主体的な取り組みを進め，協議会に

おいて各団体の取り組みを共有し，継続的にフォ

ローを行うほか，周知啓発の取り組み方針等を議

論しています。

また，行政，関係団体，元請・下請各社など，

建設業に関わるさまざまな主体から，パンフレッ

ト・ポスターの作成・配布やキャンペーンの実

施，説明会の開催など多様な手段による周知・啓

発を行い，建設企業，技能労働者などの社会保険

加入についての理解を深め，保険加入に向けた機

運を醸成しています。

� 行政の取り組み

建設業担当部局では，社会保険等への加入を徹

底するための取り組みとして，昨年１１月から，建

設業の許可更新時，経営事項審査時，さらには事

業所や現場への立入検査の際に社会保険等への加

入状況を確認しています（図―３）。その結果，

未加入であることが判明した企業には，文書によ

る加入指導を行うとともに，加入状況の報告を求

めています。それでもなお未加入の場合は厚生労

働省の保険担当部局に通報が行われ，加入指導等

が行われることになります。昨年１１月から今年６

月までの累計で，指導１４，０７９件，通報１７８件（建

表―３ 社会保険の属性別の加入状況
企業別の加入状況

加入率が高い 加入率が低い

元請，下請次数別 元請（９７％） 高次下請（３次：７５％）
事業所規模別 規模大（５００～９９９人：９６％） 規模小（１～４人：６２％）
県別 地方部（島根９９％，香川９７％） 都市部（東京７３％，神奈川６９％）

職種別（主なもの） 電工（９３％），運転手特殊（９４％），土木一
般世話役（９３％）

とび工（７４％），鉄筋工（６９％），型わく
工（７４％）

（注）（ ）内は３保険とも加入している割合

労働者別の加入状況

加入率が高い 加入率が低い

元請，下請次数別 元請（７９％） 高次下請（３次：４８％）
事業所規模別 ５００～９９９人（６８％） １～４人（３８％），３００～４９９人（３７％）
県 別 地方部（島根８６％，山口８０％） 都市部（東京２８％，神奈川３０％）

職種別（主なもの） 電工（９０％），運転手特殊（７９％），土木
一般世話役（８６％）

とび工（４７％），鉄筋工（４２％），型わく
工（４１％），交通誘導員B（２１％）

給与形態別 月給制（欠勤による差引がある）（９６％） 日給制（日雇いまたは臨時）（９％）
年 齢 ３０～５９歳（６２～６５％） ２４歳以下，６０歳以上（約５０％）
経験年数別 １０～３９年（５９～６７％） ４年以下，４５年以上（約４５％）
職階別 職長（７４％） 指導者以外（５４％）

（注）（ ）内は３保険とも加入している割合

表―２ 社会保険への加入割合

雇用保険 健康保険 厚生年金保険 ３保険

企業別 ９５％ ８９％ ８９％ ８７％
労働者別 ７５％ ６１％ ６０％ ５８％

（注） 調査企業数：約２５，０００社，調査労働者数：約
１１５，０００人
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図―２ 社会保険未加入対策推進協議会について

図―３ 建設業許可部局による社会保険等への加入状況の確認・指導（建設業許可・更新時）
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図―４ 社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン
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設業許可・更新申請４１，１２５件，経営事項審査申請

７７，４９７件）がすでに実施されている状況です。

保険担当部局による加入指導の結果，それでも

なお未加入である建設業者については，建設業法

に基づく監督処分が行われることとなります。

� 建設企業の取り組み

元請企業においては，社会保険加入の取り組み

を下請企業および現場作業員に浸透させるため，

工事現場において周知啓発を行うとともに，下請

企業の保険加入状況の把握に努め，保険加入を指

導する役割を担うことが求められています。その

ため，国土交通省では，元請企業が下請企業の保

険加入状況を確認できるよう建設業法施行規則の

改正を行い，施工体制台帳の記載事項および再下

請通知書の記載事項に健康保険等の加入状況を追

加しています。

また，施工体制台帳および再下請負通知書の改

正に合わせて，各団体等が作成している作業員名

簿の様式においても各作業員の加入している社会

保険等を記載する欄が追加され，建設工事の施工

現場で就労する建設労働者について社会保険等の

加入状況を確認しています。

この取り組みは，元請企業および下請企業の取

り組みの指針となる「社会保険の加入に関する下

請指導ガイドライン」に即して行われています

（図―４）。同ガイドラインでは，元請企業の役

割・責任として，現場における周知啓発，法定福

利費の適正な確保のほか，協力会社組織を通じた

加入状況の定期的把握と加入指導を行うこと，

個々の工事を下請発注する際の下請企業選定時に

加入状況の確認と加入指導を行うこと，二次以下

の下請についても再下請負通知書により加入状況

の確認と加入指導を行うこと，作業員についても

作業員名簿を活用して加入状況の確認と加入指導

を行うこと等を求めています。

そして，遅くとも平成２９年度以降においては，

社会保険等の全部または一部に適用除外ではなく

未加入の建設企業を下請企業に選定しない取り扱

いをすべき，適切な保険への加入が確認できない

作業員についても，特段の理由がない限り現場入

場を認めない取り扱いをすべきとされています。

４． 法定福利費の確保

� 発注者の対応

受注競争が激化する中で，利益確保のために法

定福利費を適正に負担しない企業が存在している

ことが社会保険等未加入問題の大きな要因の一つ

です。法定福利費は，保険に加入するために必要

な費用であり，社会保険加入を促進するために

は，法定福利費が発注者から労務を提供する下請

企業に適切に流れることが必要となります。

それには，請負契約の最も川上に当たる発注者

が，法定福利費相当額を適切に見込んだ価格で発

注することが不可欠です。国土交通省直轄の公共

工事については，現場管理費率式（土木工事）や

複合単価・市場単価（建築工事）の見直しによ

り，本来，事業者が負担すべき法定福利費相当額

（事業主負担分）を予定価格に適切に反映すると

ともに，平成２５年度公共工事設計労務単価におい

て，建設作業を担う技能労働者全員が社会保険等

に加入するために必要な法定福利費相当額（本人

負担分）も反映することとしました（図―５）。

また，法定福利費が適切に確保できるようにす

るためには，建設投資の約６割を占める民間工事

の発注者の積極的な協力も不可欠です。そのた

め，国土交通省では，主な民間発注者団体に対

し，「法定福利費の確保による社会保険等未加入

対策の徹底について」（平成２４年７月２３日），「技

能労働者の確保に向けた標準見積書の活用等によ

る法定福利費の確保を通じた社会保険等未加入対

策の徹底等について」（平成２５年６月７日）等を

発出し，�公正な競争が成り立つよう必要以上の

低価格による発注をできる限り避けて，必要な経

費を適切に見込んだ価格による発注を行うこと，

�発注する工事についての建設作業を担う技能労

働者等に係る法定福利費が着実に確保されるよ

う，見積・入札・契約の際に配慮いただくこと等
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を要請しています。さらに，主な団体に対して直

接要請する等，必要な法定福利費を確保するため

の環境づくりに努めています。

� 法定福利費を内訳明示した見積書（標準見積

書）の活用

技能労働者の保険加入を促進するためには，実

際に労務を提供している専門工事業者等が必要な

法定福利費を確保できるようにする必要がありま

すが，これまでの取引慣行では，トン単価や平米

単価による見積もりが一般的となっており，法定

福利費がどのように扱われているのか，必要な金

額はどの程度か分かりにくい状況となっていま

す。

こうした状況を踏まえ，法定福利費は，本来，

発注者が負担する工事価格に含まれる経費である

という前提の下，従来の総額単価による見積もり

だけではなく，その中に含まれる法定福利費を把

握し，内訳として明示した見積書（標準見積書）

を活用し，必要な金額を確保していくための取り

組みを行っています（図―６）。標準見積書は，

各専門工事業団体において作成されるものであ

り，主に下請となる専門工事業者が元請企業に対

し法定福利費を内訳明示した見積書を提出するた

めに活用するものです。これまでに，４９の専門工

事業団体（平成２５年９月２６日現在）が業界の特性

等に応じた標準見積書を作成しています。

また，総合工事業団体においては，必要な法定

福利費の原資が着実に確保できるよう，主な民間

発注者団体に対し法定福利費を適正に考慮した金

額により見積もりおよび契約締結を行うよう要請

するとともに，各専門工事業団体が作成した標準

図―５ 法定福利費の確保に向けた直轄工事における対応

図―６ 必要な法定福利費の把握
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見積書の活用等により法定福利費が内訳明示され

た見積書の作成・提出を元請企業から下請企業に

促すよう，会員企業を通じて働きかけを行うな

ど，この見積書を提出するための環境づくりを行

っています。

このような総合工事業団体や専門工事業団体等

の取り組みを踏まえ，平成２５年９月２６日に開催し

た社会保険未加入対策推進協議会において法定福

利費を内訳明示した見積書の活用を一斉に開始す

ることを申し合わせ（図―７），標準見積書の本

格的な運用を開始したところです（図―８）。

図―７ 第３回 社会保険未加入対策推進協議会における申し合わせ

図―８ 標準見積書を活用した法定福利費の確保
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５． おわりに

社会保険未加入対策については，社会保険未加

入対策推進協議会の枠組みを活用しながら，当初

は周知啓発を重点的に実施し，その後，加入指導

重点期間，保険加入者優先期間といった段階を経

て，５年をめどに，企業単位では加入義務のある

許可業者について加入率１００％，労働者単位では

製造業相当の加入状況を目指して取り組みを進め

ています（図―９）。

社会保険未加入対策推進協議会を設置して具体

的な取り組みを開始してから約１年半が経過し，

来年度は目標期間の中間年度に当たります。ここ

で，これまでの実施状況を検証・評価し，対策の

必要な見直しを行った上で，目標達成に向けて計

画的に取り組みを進めていきたいと考えていま

す。

今後，行政としても，さまざまな角度から対策

を進めていくことになると思いますが，元請企

業・下請企業・建設労働者等の建設産業に携わる

関係者が一体となって，社会保険未加入対策の推

進に向けた気運を盛り上げ，それぞれの立場から

の取り組みを強力に推進していくことが何よりも

重要です。建設業における技能労働者の処遇の向

上と産業の持続的な発展に必要な人材の確保を図

るとともに，公平で健全な競争環境の構築を実現

するため，社会保険未加入は許さないとの固い決

意をもって業界一丸となって対策に取り組む必要

があります。

図―９ 対策の進め方
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